
 

行政不服審査法の施行に伴う関係条例の整理に関する条例をここに公布

する。  

平成２８年３月３１日 

瀬戸市長  伊 藤 保 德  

瀬戸市条例第３号  

行政不服審査法の施行に伴う関係条例の整理に関する条例  

（瀬戸市職員の給与に関する条例の一部改正）  

第１条 瀬戸市職員の給与に関する条例（昭和３６年瀬戸市条例第４号）

の一部を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

第２０条の３ ＜省略＞ 第２０条の３ ＜省略＞ 

２及び３ ＜省略＞ ２及び３ ＜省略＞ 

４ 一時差止処分を受けた者は、行政不服審査法

（平成２６年法律第６８号）第１８条第１項本

文に規定する期間が経過した後においては、当

該一時差止処分後の事情の変化を理由に、当該

一時差止処分をした者に対し、その取消しを申

し立てることができる。 

４ 一時差止処分を受けた者は、行政不服審査法

（昭和３７年法律第１６０号）第１４条又は第

４５条に規定する期間が経過した後において

は、当該一時差止処分後の事情の変化を理由

に、当該一時差止処分をした者に対し、その取

消しを申し立てることができる。 

５から８まで ＜省略＞ ５から８まで ＜省略＞ 
  

（瀬戸市職員の退職手当に関する条例の一部改正）  

第２条 瀬戸市職員の退職手当に関する条例（昭和３８年瀬戸市条例第１

６号）の一部を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 



 

 （退職手当の支払の差止め）  （退職手当の支払の差止め） 

第１６条 ＜省略＞ 第１６条 ＜省略＞ 

２及び３ ＜省略＞ ２及び３ ＜省略＞ 

４ 前３項の規定による一般の退職手当等の額の

支払を差し止める処分（以下「支払差止処分」

という。）を受けた者は、行政不服審査法（平

成２６年法律第６８号）第１８条第１項本文に

規定する期間が経過した後においては、当該支

払差止処分後の事情の変化を理由に、当該支払

差止処分を行った退職手当管理機関に対し、そ

の取消しを申し立てることができる。 

４ 前３項の規定による一般の退職手当等の額の

支払を差し止める処分（以下「支払差止処分」

という。）を受けた者は、行政不服審査法（昭

和３７年法律第１６０号）第１４条第１項又は

第４５条に規定する期間が経過した後において

は、当該支払差止処分後の事情の変化を理由

に、当該支払差止処分を行った退職手当管理機

関に対し、その取消しを申し立てることができ

る。 

５から１０まで ＜省略＞ ５から１０まで ＜省略＞ 
  

（瀬戸市消防団員等公務災害補償条例の一部改正）  

第３条 瀬戸市消防団員等公務災害補償条例（昭和４１年瀬戸市条例第２

９号）の一部を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

 （審査請求）  （異議申立） 

第２５条 市が行う団員等の死亡、負傷又は疾病

が公務又は消防作業等に従事し、若しくは救急

業務に協力し、又は応急措置の業務に従事した

ことによるものであるかどうかの認定、療養の

方法、公務災害補償の金額の決定その他公務災

害補償の実施について不服のある者は、市長に

対して、審査請求をすることができる。 

第２５条 市が行なう団員等の死亡、負傷または

疾病が公務または消防作業等に従事し、もしく

は救急業務に協力し、または応急措置の業務に

従事したことによるものであるかどうかの認

定、療養の方法、公務災害補償の金額の決定そ

の他公務災害補償の実施について不服のある者

は、市長に対して、異議申立をすることができ

る。 
  

（瀬戸市非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部改正）  

第４条 瀬戸市非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例（昭和４２年



 

 

瀬戸市条例第２１号）の一部を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

 （審査） （審査） 

第１８条 実施機関の行う公務上の災害又は通勤

による災害の認定、療養の方法、補償金額の決

定その他補償の実施について不服がある者は、

公務災害補償等審査会（以下「審査会」とい

う。）に対し、審査を請求することができる。 

第１８条 実施機関の行なう公務上の災害または

通勤による災害の認定、療養の方法、補償金額

の決定その他補償の実施について不服がある者

は、公務災害補償等審査会（以下「審査会」と

いう。）に対し、審査を申し立てることができ

る。 

２ 前項の請求があったときは、審査会は、速や

かにこれを審査して、裁定を行い、これを本人

及びその者に係る実施機関に通知しなければな

らない。 

２ 前項の申立てがあったときは、審査会は、す

みやかにこれを審査して、裁定を行ない、これ

を本人およびその者に係る実施機関に通知しな

ければならない。 
  

（瀬戸市個人情報保護条例の一部改正）  

第５条 瀬戸市個人情報保護条例（平成５年瀬戸市条例第２５号）の一部

を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

目次 目次 

第１章 総則（第１条―第６条） 第１章 総則（第１条―第６条） 

第２章 個人情報の取扱い（第７条―第１４

条） 

第２章 個人情報の取扱い（第７条―第１４

条） 

第３章 個人情報の開示、訂正及び利用停止の

請求（第１５条―第４１条） 

第３章 個人情報の開示、訂正及び利用停止の

請求（第１５条―第４１条） 



 

 

第１節 開示（第１５条―第２７条） 第１節 開示（第１５条―第２７条） 

第２節 訂正（第２８条―第３４条） 第２節 訂正（第２８条―第３４条） 

第３節 利用停止（第３５条―第４１条） 第３節 利用停止（第３５条―第４１条） 

第４章 審査請求（第４２条―第４４条） 第４章 不服申立て（第４２条―第４４条） 

第５章 調査審議（第４５条） 第５章 調査審議（第４５条） 

第６章 雑則（第４６条―第４９条） 第６章 雑則（第４６条―第４９条） 

第７章 罰則（第５０条―第５４条） 第７章 罰則（第５０条―第５４条） 

 附則  附則 

 （第三者に対する意見書提出の機会の付与等）  （第三者に対する意見書提出の機会の付与等） 

第２５条 開示請求に係る保有個人情報に市、国

等及び開示請求者以外の者（以下この条、第４

３条第２項及び第４４条において「第三者」と

いう。）に関する情報が含まれているときは、

実施機関は、開示決定等をするに当たって、当

該情報に係る第三者に対し、当該第三者に関す

る情報の内容その他規則で定める事項を書面に

より通知して、意見書を提出する機会を与える

ことができる。 

第２５条 開示請求に係る保有個人情報に市、国

等及び開示請求者以外の者（以下この条、第４

３条及び第４４条において「第三者」とい

う。）に関する情報が含まれているときは、実

施機関は、開示決定等をするに当たって、当該

情報に係る第三者に対し、当該第三者に関する

情報の内容その他規則で定める事項を書面によ

り通知して、意見書を提出する機会を与えるこ

とができる。 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

３ 実施機関は、前２項の規定により意見書の提

出の機会を与えられた第三者が当該第三者に関

する情報の開示に反対の意思を表示した意見書

を提出した場合において、開示決定をするとき

は、開示決定の日と開示を実施する日との間に

少なくとも２週間を置かなければならない。こ

の場合において、実施機関は、開示決定後直ち

に、当該意見書（第４３条において「反対意見

書」という。）を提出した第三者に対し、開示

決定をした旨及びその理由並びに開示を実施す

る日を書面により通知しなければならない。 

３ 実施機関は、前２項の規定により意見書の提

出の機会を与えられた第三者が当該第三者に関

する情報の開示に反対の意思を表示した意見書

を提出した場合において、開示決定をするとき

は、開示決定の日と開示を実施する日との間に

少なくとも２週間を置かなければならない。こ

の場合において、実施機関は、開示決定後直ち

に、当該意見書（第４２条及び第４３条におい

て「反対意見書」という。）を提出した第三者

に対し、開示決定をした旨及びその理由並びに

開示を実施する日を書面により通知しなければ

ならない。 

第４章 審査請求 第４章 不服申立て 

 （審理員による審理手続に関する規定の適用除

外） 

 



 

 

第４２条 開示決定等、訂正決定等、利用停止決

定等又は開示請求、訂正請求若しくは利用停止

請求に係る不作為に係る審査請求については、

行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第

９条第１項本文の規定は、適用しない。 

 

 （審査会への諮問） （不服申立て） 

第４３条 開示決定等、訂正決定等、利用停止決

定等又は開示請求、訂正請求若しくは利用停止

請求に係る不作為について、審査請求があった

ときは、当該審査請求に対する裁決をすべき実

施機関は、次の各号のいずれかに該当する場合

を除き、審査会に諮問しなければならない。 

第４２条 開示決定等、訂正決定等又は利用停止

決定等について、行政不服審査法（昭和３７年

法律第１６０号）による不服申立てがあったと

きは、当該不服申立てに対する裁決又は決定を

すべき実施機関は、次の各号のいずれかに該当

する場合を除き、審査会に諮問しなければなら

ない。 

 ⑴ 審査請求が不適法であり、却下する場合 ⑴ 不服申立てが不適法であり、却下すると

き。 

 ⑵ 裁決で、審査請求の全部を認容し、当該審

査請求に係る保有個人情報の全部を開示する

こととする場合（当該保有個人情報の開示に

ついて反対意見書が提出されているときを除

く。） 

⑵ 裁決又は決定で、不服申立てに係る開示決

定等（開示請求に係る保有個人情報の全部を

開示する旨の決定を除く。以下この号及び第

４４条において同じ。）を取り消し、又は変

更し、当該不服申立てに係る保有個人情報の

全部を開示することとなるとき。ただし、当

該開示決定等について反対意見書が提出され

ているときを除く。 

 ⑶ 裁決で、審査請求の全部を認容し、当該審

査請求に係る保有個人情報の訂正をすること

とする場合 

⑶ 裁決又は決定で、不服申立てに係る訂正決

定等（訂正請求の全部を容認して訂正をする

旨の決定を除く。）を取り消し、又は変更

し、当該不服申立てに係る訂正請求の全部を

容認して訂正することとなるとき。 

 ⑷ 裁決で、審査請求の全部を認容し、当該審

査請求に係る保有個人情報の利用停止をする

こととする場合 

⑷ 裁決又は決定で、不服申立てに係る利用停

止決定等（利用停止請求の全部を容認して利

用停止をする旨の決定を除く。）を取り消

し、又は変更し、当該不服申立てに係る利用

停止請求の全部を容認して利用停止すること

となるとき。 

２ 前項の規定により諮問をした実施機関は、次  



 

 

に掲げる者に対し、諮問をした旨を書面により

通知しなければならない。 

 ⑴ 審査請求人及び参加人（行政不服審査法第

１３条第４項に規定する参加人をいう。以下

同じ。） 

 

 ⑵ 開示請求者、訂正請求者又は利用停止請求

者（これらの者が審査請求人又は参加人であ

る場合を除く。） 

 

 ⑶ 当該審査請求に係る保有個人情報の開示に

ついて反対意見書を提出した第三者（当該第

三者が審査請求人又は参加人である場合を除

く。） 

 

 （諮問をした旨の通知） 

 第４３条 前条の規定により諮問をした実施機関

は、次に掲げる者に対し、諮問をした旨を書面

により通知しなければならない。 

  ⑴ 不服申立人及び参加人 

 ⑵ 開示請求者、訂正請求者又は利用停止請求

者（これらの者が不服申立人又は参加人であ

る場合を除く。） 

 ⑶ 当該不服申立てに係る開示決定等について

反対意見書を提出した第三者（当該第三者が

不服申立人又は参加人である場合を除く。） 

（第三者からの審査請求を棄却する場合等にお

ける手続） 

（第三者からの不服申立てを棄却する場合等に

おける手続） 

第４４条 第２５条第３項の規定は、次の各号の

いずれかに該当する裁決をする場合について準

用する。 

第４４条 第２５条第３項の規定は、次の各号の

いずれかに該当する裁決又は決定をする場合に

ついて準用する。 

 ⑴ 開示決定に対する第三者からの審査請求を

却下し、又は棄却する裁決 

⑴ 開示決定に対する第三者からの不服申立て

を却下し、又は棄却する裁決又は決定 

⑵ 審査請求に係る開示決定等（開示請求に係

る保有個人情報の全部を開示する旨の決定を

除く。）を変更し、当該開示決定等に係る保

有個人情報を開示する旨の裁決（第三者であ

⑵ 不服申立てに係る開示決定等を変更し、当

該開示決定等に係る保有個人情報を開示する

旨の裁決又は決定（第三者である参加人が当

該第三者に関する情報の開示に反対の意思を



 

 

る参加人が当該第三者に関する情報の開示に

反対の意思を表示している場合に限る。） 

表示している場合に限る。） 

  

（瀬戸市情報公開条例の一部改正）  

第６条 瀬戸市情報公開条例（平成１２年瀬戸市条例第５号）の一部を次

のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

目次 目次 

 第１章 総則（第１条―第４条）  第１章 総則（第１条―第４条） 

 第２章 公文書の開示（第５条―第１８条）  第２章 公文書の開示（第５条―第１８条） 

 第３章 審査請求（第１９条―第２１条）  第３章 不服申立て（第１９条―第２１条） 

 第４章 調査審議（第２２条）  第４章 調査審議（第２２条） 

 第５章 雑則（第２３条―第２７条）  第５章 雑則（第２３条―第２７条） 

 附則  附則 

（第三者に対する意見書提出の機会の付与等） （第三者に対する意見書提出の機会の付与等） 

第１５条 ＜省略＞ 第１５条 ＜省略＞ 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

３ 実施機関は、前２項の規定により意見書の提

出の機会を与えられた第三者が当該公文書の開

示に反対の意思を表示した意見書を提出した場

合において、開示決定をするときは、開示決定

の日と開示を実施する日との間に少なくとも２

週間を置かなければならない。この場合におい

て、実施機関は、開示決定後直ちに、当該意見

書（第２０条において「反対意見書」とい

う。）を提出した第三者に対し、開示決定をし

た旨及びその理由並びに開示を実施する日を書

面により通知しなければならない。 

３ 実施機関は、前２項の規定により意見書の提

出の機会を与えられた第三者が当該公文書の開

示に反対の意思を表示した意見書を提出した場

合において、開示決定をするときは、開示決定

の日と開示を実施する日との間に少なくとも２

週間を置かなければならない。この場合におい

て、実施機関は、開示決定後直ちに、当該意見

書（第１９条及び第２０条において「反対意見

書」という。）を提出した第三者に対し、開示

決定をした旨及びその理由並びに開示を実施す

る日を書面により通知しなければならない。 

第３章 審査請求 第３章 不服申立て 

（審理員による審理手続に関する規定の適用除  



 

 

外） 

第１９条 開示決定等又は開示請求に係る不作為

に係る審査請求については、行政不服審査法

（平成２６年法律第６８号）第９条第１項本文

の規定は、適用しない。 

 

 （審査会への諮問）  （審査会への諮問） 

第２０条 開示決定等又は開示請求に係る不作為

について審査請求があった場合は、当該審査請

求に対する裁決をすべき実施機関は、次の各号

のいずれかに該当する場合を除き、第２２条に

規定する瀬戸市情報公開・個人情報保護審査会

に諮問しなければならない。 

第１９条 開示決定等について行政不服審査法

（昭和３７年法律第１６０号）による不服申立

てがあったときは、当該不服申立てに対する裁

決又は決定をすべき実施機関は、次の各号のい

ずれかに該当する場合を除き、第２２条に規定

する瀬戸市情報公開・個人情報保護審査会に諮

問しなければならない。 

 ⑴ 審査請求が不適法であり、却下する場合  ⑴ 不服申立てが不適法であり、却下すると

き。 

 ⑵ 裁決で、審査請求の全部を認容し、当該審

査請求に係る公文書の全部を開示することと

する場合（当該公文書の開示について反対意

見書が提出されている場合を除く。） 

 ⑵ 裁決又は決定で、不服申立てに係る開示決

定等（開示請求に係る公文書の全部を開示す

る旨の決定を除く。以下この号及び第２１条

において同じ。）を取り消し、又は変更し、

当該不服申立てに係る公文書の全部を開示す

ることとなるとき。ただし、当該開示決定等

について反対意見書が提出されているときを

除く。 

２ 前項の規定により諮問をした実施機関は、次

に掲げる者に対し、諮問をした旨を書面により

通知しなければならない。 

 

 ⑴ 審査請求人及び参加人（行政不服審査法第

１３条第４項に規定する参加人をいう。以下

この章において同じ。） 

 

 ⑵ 開示請求者（開示請求者が審査請求人又は

参加人である場合を除く。） 

 

 ⑶ 当該審査請求に係る公文書の開示について

反対意見書を提出した第三者（当該第三者が

審査請求人又は参加人である場合を除く。） 

 



 

 

  （諮問をした旨の通知） 

 第２０条 前条の規定により諮問をした実施機関

は、次に掲げる者に対し、諮問をした旨を書面

により通知しなければならない。 

  ⑴ 不服申立人及び参加人 

  ⑵ 開示請求者（開示請求者が不服申立人又は

参加人である場合を除く。） 

  ⑶ 当該不服申立てに係る開示決定等について

反対意見書を提出した第三者（当該第三者が

不服申立人又は参加人である場合を除く。） 

 （第三者からの審査請求を棄却する場合等にお

ける手続） 

 （第三者からの不服申立てを棄却する場合等に

おける手続） 

第２１条 第１５条第３項の規定は、次の各号の

いずれかに該当する裁決をする場合について準

用する。 

第２１条 第１５条第３項の規定は、次の各号の

いずれかに該当する裁決又は決定をする場合に

ついて準用する。 

 ⑴ 開示決定に対する第三者からの審査請求を

却下し、又は棄却する裁決 

 ⑴ 開示決定に対する第三者からの不服申立て

を却下し、又は棄却する裁決又は決定 

 ⑵ 審査請求に係る開示決定等（開示請求に係

る公文書の全部を開示する旨の決定を除

く。）を変更し、当該審査請求に係る公文書

を開示する旨の裁決（第三者である参加人が

当該公文書の開示に反対の意思を表示してい

る場合に限る。） 

 ⑵ 不服申立てに係る開示決定等を変更し、当

該開示決定等に係る公文書を開示する旨の裁

決又は決定（第三者である参加人が当該公文

書の開示に反対の意思を表示している場合に

限る。） 

  

（瀬戸市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正）  

第７条 瀬戸市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年

瀬戸市条例第１号）の一部を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

 （公平委員会の報告事項）  （公平委員会の報告事項） 

第５条 前条の規定により公平委員会が報告しな第５条 前条の規定により公平委員会が報告しな



 

 

ければならない事項は、次に掲げる事項とす

る。 

ければならない事項は、次に掲げる事項とす

る。 

 ⑴ ＜省略＞  ⑴ ＜省略＞ 

 ⑵ 不利益処分に関する審査請求の状況  ⑵ 不利益処分に関する不服申立ての状況 
  

  附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２８年４月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２ この条例の施行の日前に第３条の規定による改正前の瀬戸市消防団員

等公務災害補償条例の規定、第４条の規定による改正前の瀬戸市非常勤

の職員の公務災害補償等に関する条例の規定、第５条の規定による改正

前の瀬戸市個人情報保護条例の規定、第６条の規定による改正前の瀬戸

市情報公開条例の規定及び第７条の規定による瀬戸市人事行政の運営等

の状況の公表に関する条例の規定によりなされた処分、手続その他の行

為は、なお従前の例による。  

３ 第７条の規定による改正後の瀬戸市人事行政の運営等の状況の公表に

関する条例（以下「新条例」という。）第４条の規定により公平委員会

が平成２７年度における業務の状況を報告する場合における新条例第５

条の規定の適用については、同条第２号中「審査請求」とあるのは、

「不服申立て」とする。  


